
1「2030年 ⼾建新築の6割に太陽光発電を設置」⽬標に関する国交省の措置に関する考察 前真之＠東京⼤学 24/02/14
事実１：2022年度の実績で太陽光ありZEHの⽐率は２割 HMは７割だが⼀般⼯務店は１割（太陽光搭載率の正確な値は未調査？）
国交省公約「2030年に新築⼾建（注⽂＋建売）で太陽光６割」は現状では達成不可能 国交省の努⼒不⾜は明らか
事実２：住宅価格が⾼騰する中で市場が冷え込んでいる 新築着⼯数が減少する中、⼯務店のエコ全般、特に太陽光への関⼼は低下している
東京都の設置義務化もHM限定 現状FITでもペイバックは依然10年強だが供給業者・購⼊者の理解は不⼗分 太陽光導⼊コストの負担低減は重要
住宅の太陽光発電普及に向けた⽀援策（？）の実際
①ZEHについて３省で連携し⽀援？
→住宅省エネ2024の国交省「⼦育てエコホーム⽀援事業」は太陽光なしの「認定⻑期優良住宅」に100万円の補助 ZEH補助⾦55万円より有利
→「ZEH漫画」など各種資料で「WEBプロの過少な発電量」に「売電収⼊を除外」した⾮現実的な試算を⽰し、太陽光の採算性を実際より悪く吹聴
→太陽光なしのZEH⽔準を「ZEH住宅」と呼称し意図的にミスリーディング
②住宅⾦融⽀援機構のフラット３５において⽀援？
→「⼦育てプラス」で、「S(ZEH)」と同じ0.75%の減免が受けられるため、太陽光搭載のインセンティブにならない S(ZEH)の融資額を開⽰すべき
→太陽光の売電収⼊を収⼊合算はできるが、⾦額上限が過少で実際には⽀援になっていない
③認定低炭素住宅に再エネ設備の導⼊を必須要件化し、住宅ローン減税の借⼊限度額の上乗せ措置等による導⼊を⽀援？
→同じ4500万円の控除を太陽光なしの「認定⻑期優良住宅」で受けられるので、太陽光ありの低炭素住宅を選ぶ理由がなく⽀援になっていない
④創エネを含む省エネ性能が市場において⾼く評価されるよう、売買等の際に省エネ性能ラベルを表⽰することを2024年04⽉から努⼒義務化？
→再エネ込みの⼀次エネ削減率50%を最上位６つ★（低炭素住宅の規定） ZEHはラベル表⽰のみで100%削減は★で評価評価されない
⑤再⽣可能エネルギーの導⼊効果に係る建築⼠による説明義務及び形態規制の特例許可等を内容とする再⽣可能エネルギー利⽤促進区域制度を創設
→ほとんどの⾃治体が制度を知らない or 様⼦⾒ 本制度の所管の国交省→⾃治体の住宅部局は、再エネ普及を主務としていないために関⼼が低調
→現実から乖離した「太陽光のペイバックは２２年」をわざわざ資料や動画を作ってまで吹聴（気候ネットワークが改善要望書を提出）
→東京都・川崎市などが設置義務化を検討した際も、国交省から⽀援があったという話は全く聞かれない 全て⾃治体に丸投げ
結論：国交省の⽀援策(?)は太陽光なし住宅に⼿厚く、太陽光発電の搭載をサポートする形になっていない ⾃治体の取り組み⽀援も実質ゼロ
太陽光発電の住宅・建築物のへの普及に向けた提⾔
• 提⾔１：東京都・川崎市などの設置義務化を推進する⾃治体の施策を⾒習い、⼯務店⽀援を充実させながら全国に展開
• 提⾔２：太陽光搭載率を調査した上で、都道府県ごとの⽬標を設定し、年度ごとに進捗を確認しコンスタントに施策を打ち出す
• 提⾔３：太陽光の追加コストを補助するように住宅ローン減税・フラット35を修正 ⺠間⾦融機関にも⽀援ローン設定を誘導
• 提⾔４：太陽光の経済性を現実に即し公開 発電量はZEH実績 ⾃家消費・売電両⽅の経済性をちゃんと評価 ファクト公開を継続的に実施
• 提⾔５： ZEH⽔準の「ZEH住宅」呼応の禁⽌ ZEH・ ZEH-M・ZEBでは太陽光発電は⼩容量でも設置マストに 多雪地帯でも設置推進を



https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001426092.pdf

2030年に新築⼾建（注⽂＋建売）
太陽光６割
とともに

2050年の再エネ導⼊を⼀般的に
する地ならしも⽋かせない！

普及の最終的な責任は
国交省にある！



3www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-1.pdf

第６次エネ基にも
太陽光⼾建６割は

明記
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経産省 太陽光発電の政策動向 www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/sympo40_s1_doc1.pdf

問題１
FIT活⽤による
太陽光の採算性が
⽰されていない

問題２
住宅ローン減税などが
太陽光なしにも⼿厚く
太陽光ZEHを後押し
できていない



建売では太陽光ありZEHの⽐率は
１割未満

注⽂では太陽光ありZEHの⽐率は
３割を超えた
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注⽂ではHMはZEH率７割
⼀般⼯務店はようやく１割超えで
太陽光なしのOriented⽐率が⾼い
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建売も⼤⼿はPPA活⽤などで対応
⼀般⼯務店はZEH率ほぼゼロ
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ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業調査発表会2023

注⽂・建売合計では
太陽光ありZEHの⽐率は２割程度と低迷

中⼩の⼀般⼯務店の搭載率は
極めて低い



9東京都 太陽光発電設置解体新書 https://pv-planner.or.jp/jppa/img/tokyo_HTT.pdf

東京都の「設置義務化」は⼤⼿HM限定
⼩規模事業者（⼀般⼯務店）は対象外
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ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業調査発表会2023

注⽂・建売合計では
太陽光ありZEHの⽐率は２割程度と低迷

HM限定では実効性に限界
太陽光未設置の⼯務店の⽀援が不可⽋
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新建新聞社 三浦様資料

住宅価格は⾼騰
太陽光の導⼊コストの

負担低減が不可⽋



35.9 
25.7 

42.4 

84.3 

148.5 

190.5 

135.6 
126.9  123.6 

170.7 

147.0 

123.0  123.6 

81.3 
90.9 

81.5 
86.0 

0

50

100

150

200

250

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

戸
数
[万

戸
/年

]

新築住宅の戸数

注文戸建 分譲 分譲戸建 分譲マンション 賃貸その他 総数

バブル
景気 失われた30年円⾼不況オイル

ショック⾼度成⻑期戦後
復興期

1980
断熱等級２

1992
断熱等級3

1999
断熱等級4

2030年度
74.5万⼾に

減少？

断熱・省エネは任意基準のまま

2020年
省エネ基準
適合義務化

⾒送り

新築住宅の急激な減少が続く
特に注⽂⼾建が⼤きく減少

賃貸 35.2万

2022年 86.0万

分譲マンション
10.8万

分譲⼾建 14.6万

注⽂⼾建 25.3万

賃貸 65.5万

分譲マンション
19.6万

分譲⼾建 14.8万

注⽂⼾建 64.4万

2000年以降に新築された⼾数
約2200万⼾1996年

164.3万

断熱等級４

断熱等級3

断熱等級2

断熱等級2に満たないもの

2016年
地球温暖化対策計画

2020年までに
新築住宅の省エネ基準の

適合義務化

住宅価格
急上昇で
さらに

厳しく？

図２ 新築着⼯数が急減する中で省エネ義務化の５年遅れは挽回不可能

建材費⼈件費
⾼騰で

新築着⼯数は
縮⼩



13新建新聞社社⻑ 三浦祐成様コメント
市況が悪くなる中で⼯務店のエコへの関⼼はしぼんでいる 真⾯⽬な業者が報われる国の法整備・⽀援策は不可⽋
太陽光発電が「⼯務店のあいだ」で普及しない理由
• ⼩規模事業者が⼤半で、政策や消費者ニーズをキャッチアップし実践するリソースの余裕がない
• 「注⽂住宅」という施主の要望をベースとした家づくりが業界標準、施主の要望がなければ太陽光を載せない
• ⼯務店＝建築屋だと⾃他共に認識しており、そもそも設備は範囲外。
• 特に建築⼒が⾼い⼯務店ほどその傾向があり、有り体に⾔えば「太陽光などの設備は嫌い」。
• その予算は建築本体に向けて欲しいのが本⾳
• 初期費⽤ゼロスキームも、そもそも嫌いなので、施主から強く⾔われないと提案しない、という⼼理状態
• 建築屋タイプではない⼀定規模以上の多棟数⼯務店（年間50 棟以上）は経営的観点で提案内容を決めるので、

「トレンド」「売れる」でも動く。
• ただ⾜下では施主の予算が厳しいので、太陽光の提案までは⾏き着かない。提案スキルの問題もある
太陽光発電を「⼯務店に」普及するには
• 太陽光に関する誤認識を解くための情報提供と導⼊・設置サポート（現状では建材設備メーカーとその販売店）
• 継続的製品開発（国内企業 ベンチャー）
• 建築と設備は不可分であるとの啓発→建築理念・経営理念と整合してもらう
• 補助制度＆初期費⽤ゼロスキームの充実とその周辺サポート

• 量産会社への先⾏義務化は「トレンド」「売れる」という点で多棟数⼯務店を刺激するので有効
• →⼯務店を含めた新築時の完全義務化は普及の早道ではあるが、段階的義務化が妥当

• もう1 つの道は施主への啓発。施主からの要望であれば⼯務店は受け⼊れるしかない。
• そのための⾒える化＆情報開⽰。 施主から浸透した設備もある。究極は「製販分離」モデル
• ローン（⾦利、返済⽐率除外）、税制、資産価値算定など⾦融的⽀援も重要
• 既存住宅への普及は断熱窓同様以上の⼤盤振る舞い補助⼀択。ただし⼀気に実施してもリソース不⾜でパンク

• ⼀番のボトルネックは技術⼒× ひと
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新建新聞社 三浦様資料
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai8/index.html
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai8/siryou1.pdf




